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　そんななか発生した 7 月 1 日のテロ事件は，日本人 7人を含む民間人20人が殺
害されるという，過去に例をみない大規模なものであった。事件後の捜査から，







国 内 政 治
AL の強権政治とBNPの弱体化
　2016年 1 月12日，第10次総選挙の 2 周年にあたりハシナ首相は，1991年の民主





























































































































そして2009年 1 月に政権に復帰した後，2010年 3 月25日に国際犯罪（法廷）法
（International Crime［Tribunal］Act）に基づく法廷を設置した。しかし，裁判の対





　2016年は， 5月11日に M.R. ニザミ JI 元党首に， 9月 3日にミル・カシム・ア
リ JI 中央執行委員会メンバーに対する死刑が執行された。これまでに A.Q. モッ
ラーJI 書記長上級補佐，Md. カマルッザーマン JI 書記長上級補佐，A.A.M. ム
ジャヒード JI 書記長，S.Q. チョウドゥリーBNP 常任委員といった野党幹部に対









アイデンティティに訴えかけることにより，JI や BNP を徹底的に追い詰めると
同時に，自らの支持基盤を固める戦略に出ていると考えられる。
全国ユニオン選挙・ナラヤンゴンジ特別市議会選挙・全国県評議会選挙



















長で AL のシェヒナ・ハヤット・アイビー候補に対して，BNP はボイコットす
ることなく，シャカワット・ホシェン・カーンを対立候補に立てて争ったが，ア
イビー候補が勝利した。同氏はバングラデシュ初の女性市長として2011年に初当
選し，今回の勝利で 2 期目を迎える。選挙にあたり，BNP は軍の監視を求めたが，
選挙管理委員会は許可しなかった。
　12月28日には，これまで政府による任命制をとっていた県評議会において初の








































































　 2012/13 2013/14 2014/15 2015/16
成長率 成長率 成長率 成長率 構成比
実質GDP成長率 6.01 6.06 6.55 7.11 100.00
　1.　農林水産業 2.46 4.37 3.33 2.79 15.35 
　　1-1．農林業 1.47 3.81 2.45 1.79 11.70
　　1-2．水産業 6.18 6.36 6.38 6.11 3.65 
　2.　鉱工業 9.64 8.16 9.67 11.09 31.54 
　　2-1.　鉱業 9.35 4.68 9.60 12.84 1.77 
　　2-2.　製造業 10.31 8.77 10.31 11.69 21.01 
　　2-3.　電力・ガス・水道 8.99 4.54 6.22 13.33 1.50
　　　　2-3-1．電力 9.69 4.45 6.09 14.20 1.26 
　　　　2-3-2．ガス 5.91 1.69 5.16 9.91 0.15 
　　　　2-3-3．水道 4.75 10.93 9.62 7.40 0.09 
　　2-4.　建設業 8.04 8.08 8.60 8.56 7.26 
　3．サービス業 5.51 5.62 5.80 6.25 53.12 
　　3-1．卸売 ･小売業 6.18 6.73 6.35 6.50 13.99 
　　3-2．ホテル・レストラン 6.49 6.70 6.83 6.98 0.75 
　　3-3．運輸・通信業 6.27 6.05 5.96 6.08 11.31 
　　3-4．金融業 9.11 7.27 7.78 7.74 3.39 
　　3-5．不動産業 4.04 4.25 4.40 4.47 6.64 
　　3-6．行政 ･国防 6.53 6.89 9.82 11.43 3.63 
　　3-7．教育 6.30 7.26 8.01 11.71 2.39 
　　3-8．保健・ソーシャルワーク 4.76 5.06 5.18 7.54 1.84 











































































































































































































































































































3 月 1 日 ▼アリ外相訪印。






































9 日 ▼アル・カーイダ系の組織が 6 日の学
生活動家殺害を認める内容の犯行声明を発表。





















5 月 3 日 ▼ムバラク・クウェート首相来訪。










































































3 日 ▼ 1 日のテロ事件を受けて，木原外務
副大臣が来訪。











21日 ▼ ジア BNP 総裁の息子タレク・ラフ
マンに対して資金洗浄罪の罪で実刑判決が下
される。








































































































都市部　City Corporation （特別市） 11
　　　　Municipality （市） 321




大統領 Md. Abdul Hamid




財務相 Abul Maal Abdul Muhith
工業相 Amir Hossain Amu
商務相 Tofail Ahmed
農業相 Begum Matia Chowdhury＊
保健・家族福祉相 Mohammed Nasim
行政管理相 Syed Ashraful Islam
地方政府・農村開発・協同組合相
 Khandker Mosharraf Hossain
在外居住者福利厚生・在外雇用相
  Nurul Islam B. Sc.
民間航空・観光相 Rashed Khan Menon （WP）
宗教問題相 Principal Matior Rahaman
住宅・公共事業相 Engineer Mosharraf Hossain
独立戦争問題相 A.K.M.Mozammel Huq
漁業・畜産相 Muhammed Sayedul Hoque
繊維・ジュート相 Md. Emaz Uddin Pramanik
運輸・橋梁相 Obaidul Quader
情報相 Hasanul Haq Inu（JSD）
水資源相 Anisul Islam Mahmud（JP）
環境・森林相 Anwar Hossain（JP-M）
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外務相 Abul Hassan Mahmood Ali
鉄道相 Mazibul Hoque
計画相 A H M Mustafa Kamal
初等・大衆教育相 Mostafizur Rahman
文化相 Asaduzzaman Noor
土地相 Shamsur Rahman Sherif
科学・技術相 Architect. Yeafesh Osman
食糧相 　Md. Qamrul Islam
内務相 Asaduzzaman Khan
　【閣外相】（State Minister）
行政管理担当相 Begum Ismat Ara Sadique
労働・雇用担当相　
 Md.Mujibul Haque （Chunnu） （JP）




 Bir Bahadur Ushwe Sing
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水資源担当相 Muhammad Nazrul Islam
地方政府・農村開発・協同組合局担当相
 Md. Mashiur Rahaman Ranga（JP）




情報・通信技術担当相 Zunaid Ahmed Palak
郵政・電気通信担当相








2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/162）
人 口（100万人） 146.1 149.7 151.6 153.7 155.8 157.9 159.9
消費者物価上昇率（％） 1995/96=100ベース1） 7.31 8.80 10.62 7.70 - - -
消費者物価上昇率（％） 2005/06=100ベース1） - - - 6.78 7.35 6.40 5.92
為替レート（ 1ドル＝タカ） 69.18 71.17 79.10 79.93 77.72 77.68 78.25
（注）　 1）消費者物価上昇率は年平均値。新基準（2005/06＝100）と，旧基準年（1995/96＝100）との併記。
2）暫定値。
（出所）　Bangladesh Bank, Monthly Economic Trends，2016年より作成。
　 2 　産業別国内総生産（新基準年2005/06年度価格） （単位：10億タカ）
2012/13 2013/14 2014/15 2015/163）
農 林 水 産 業 1,174.4 1,225.7 1,266.5 1,301.8
鉱 業 115.8 121.3 132.9 15.0
製 造 業 1,329.9 1,446.5 1,595.7 1,782.2
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 101.3 105.9 112.4 127.4
建 設 業 483.1 522.1 567.0 615.5
卸 売 ・ 小 売 業 981.7 1,047.7 1,114.3 1,186.7
運 輸 ・ 貯 蔵 ・ 通 信 業 805.1 853.8 904.8 959.7
金 融 231.1 247.9 267.2 287.9
不 動 産 495.1 516.2 538.9 563.0
行 政 ・ 国 防 235.4 251.7 276.4 308.0
そ の 他 1,046.4 1,092.5 1,139.3 1,200.5
国 内 総 生 産（GDP）1） 6,999.4 7,429.8 7,915.4 8,482.70
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％）2） 6.01 6.06 6.55 7.11
（注）　 1）生産者価格。 2）市場価格。 3）暫定値。
（出所）　表 1に同じ。
　 3 　主要輸出品 （単位：100万ドル）
2012/13 2013/14 2014/15 2015/161）
原 料 ジ ュ ー ト 229.9 126.4 111.6 173.2
ジ ュ ー ト 製 品 800.7 698.1 757.0 746.4
茶 2.4 3.7 2.6 1.8
皮 革 399.7 505.5 397.5 277.9
冷 凍 エ ビ ・ 魚 512.9 602.6 556.3 519.5
布 帛 縫 製 品 11,039.9 12,442.1 13,064.6 14,738.7
ニ ッ ト 製 品 10,475.9 12,049.8 12,426.8 13,355.4
テ リ ー タ オ ル 82.0 67.2 41.8 47.8
そ の 他 3,484.0 3,691.2 3,850.7 4,381.2
輸 出 合 計 27,027.4 30,186.6 31,208.9 34,241.8
（注）　 1）暫定値。




4 　国際収支 （単位：100万ドル） 
2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/15 2015/161）
貿 易 収 支 -5,155 -9,935 -9,320 -7,009 -6,794 -5,879 -6,274
輸 出 16,233 22,592 23,989 26,567 29,777 30,697 33,441
輸 入 -21,388 -32,527 -33,309 -33,576 -36,571 -37,662 -39,715
サ ー ビ ス 収 支 -1,233 -2,612 -3,001 -3,162 -4,096 -3,186 -2,793
サ ー ビ ス 収 入 2,478 2,573 2,694 2,830 3,115 3,084 3,530
サ ー ビ ス 支 出 -3,711 -5,185 -5,695 -5,992 -7,211 -6,270 -6,323
所 得 収 支 -1,484 -1,454 -1,549 -2,369 -2,635 -2,869 -2,582
所 得 収 入 52 124 193 120 131 76 103
所 得 支 出 -1,536 -1,578 -1,742 -2,489 -2,776 -2,945 -2,685
経 常 移 転 収 支 11,407 12,315 13,423 14,928 14,934 15,895 15,355
政 府 部 門 127 103 106 97 79 75 68
民 間 部 門 11,280 12,212 13,317 14,831 14,851 15,820 15,287
（うち海外労働者送金） 10,987 11,513 12,734 14,338 14,116 15,170 14,717
経 常 収 支 3,535 -1,686 -447 2,388 1,409 2,875 3,706
資 本 勘 定 512 642 482 629 598 496 478
金 融 勘 定 -462 651 1,436 2,863 2,813 1,925 1,610
直 接 投 資 913 775 1,191 1,726 1,432 1,830 2,001
証 券 投 資 72 109 240 368 937 379 124
そ の 他 投 資 -1,447 -233 5 769 444 -284 -515
誤 差 脱 漏 2,145 -1,376 -977 -752 663 -923 -758
総 合 収 支 2,865 -656 494 5,128 5,483 4,373 5,036
（注）　 1）暫定値。












歳 入 ・ 外 国 贈 与 182,954 163,371 208,443 177,400 242,752
税 収 155,292 140,676 182,244 155,400 210,402
税 外 収 入 27,662 22,695 26,199 22,000 32,350
外 国 贈 与 6,206 5,674 5,800 5,027 5,516
歳 出 250,560 239,668 295,100 264,565 340,605
経 常 支 出 154,241 149,399 184,559 163,751 215,744
年 次 開 発 計 画（ADP） 80,315 75,000 97,000 91,000 110,700
そ の 他 支 出 16,004 15,269 13,541 9,814 14,161
財政収支（外国贈与を含む） -61,346 -70,623 -80,857 -82,138 -92,337
（財政赤字のGDP比％） （4.5） （4.6） （4.7） （4.7） （4.7）
財政収支（外国贈与を含まず） -61,346 -76,297 -86,657 -87,165 -97,853
（財政赤字のGDP比％） （4.5） （5.0） （5.0） （5.0） （5.0）
財 政 赤 字 補 塡 61,346 70,623 80,857 82,138 92,337
対 外 借 入 金 18,069 15,909 24,334 19,963 30,789
国 内 銀 行 借 入 金 43,277 54,714 56,523 62,175 61,548
（出所）　Ministry of Finance，Budget in Brief 2015/16 より作成。
